
施策名 施策
コード

二次政策評価 二次政策評価

意　見 意見への対応状況

(A) (B) (C) (D) (E) (F) (G) (H) (I) (J) (K) (L) (M) (N) (O) (P) (Q) (R) (S) (T) (U)

0202 - 義務費 ボイラー等性能検査費 －
法令等に基づくボイラー等性能検査
に関する事務

施設課 17,019 17,019 0.1 0.0 0.1 17,410
現状維

持
－ － － － － － － －

現状維
持

0203 - 義務費 公宅借上料 －
道立学校職員の公宅借上に関する
事務

施設課 8,794 8,794 0.1 0.0 0.1 9,575
現状維

持
－ － － － － － － －

現状維
持

0206 - 事務
水産高等学校実習船建造に関する
事務

－
水産高等学校実習船の代船建造後
の諸手続等に関する事務

施設課 0 0 0.5 0.0 0.5 3,905
現状維

持
計画どおりに、代船建造が進んでい
るため。

－ － － － － － － －
現状維

持

0207 - 一般 庁舎等維持管理費 －
各所管機関庁舎等の局部補修・修
繕に関する事務

施設課 5,659 5,659 0.2 0.0 0.2 7,221
現状維

持
引き続き、庁舎等の補修修繕を継
続する必要があるため。

－ － － （修繕費（現状復旧）のため） － － － （修繕費（現状復旧）のため） － － （修繕費（現状復旧）のため）
現状維

持

0208 - 維持費 学校施設関連経費 －

・法令に基づくばい煙濃度測定に関
する事務
・法令等に基づく自家用電気工作物
の保安管理業務に関する事務
・法令等に基づく消防設備点検に関
する事務
・高等学校の校舎、屋内体育館、寄
宿舎の一般補修に関する事務
・高等学校のボイラーの定期点検に
関する事務
・特別支援学校のボイラーの定期点
検に関する事務
・法令等に基づく地下タンク定期点
検に関する事務
・法令等に基づく上下水道事業負担
金に関する事務
・道立学校の土地及び建物等の借
上げに関する事務
・特別支援学校の校舎、屋内体育
館、寄宿舎の一般補修に関する事
務

施設課 371,815 371,815 0.6 0.0 0.6 376,501
現状維

持
引き続き、法令等に基づく検査・点
検等を継続する必要があるため。

－ － － （法令等に基づく点検経費のため） － － － （法令等に基づく点検経費のため） － － （法令等に基づく点検経費のため）
現状維

持

0219 - 事務
公立学校施設整備費執行事務管理
システム

文科省予算データベースシステム
使用に関する事務

施設課 0 0 0.1 0.0 0.1 781
現状維

持
国委任事務のため。 － － － － － － － －

現状維
持

0220 - 事務 国庫負担（交付）事業に関する事務 －
事業計画等の取りまとめ、調整、執
行等に関する事務

施設課 0 0 3.0 0.0 3.0 23,430
現状維

持
国委任事務のため。 － － － － － － － －

現状維
持

0221 - 事務 公立学校施設に関する事務 －
施設台帳の取りまとめ、防災・学校
安全・環境保全の推進、財産処分
等に関する事務

施設課 0 0 1.4 0.0 1.4 10,934 現状維
持

引き続き、公立学校施設に関する
事務を継続する必要があるため。

－ － － － － － － － 現状維
持

0222 - 事務 公立学校施設に関する事務 －
公立小中学校施設耐震化の促進に
関する事務

施設課 0 0 1.5 0.0 1.5 11,715
現状維

持
引き続き、耐震化の促進を継続する
必要があるため。

－ － － － － － － －
現状維

持

0223 - 事務 ＦＭの実施等に関する事務 －
制度等の技術的事項・事務的事項
に関する事務、施設整備計画書の
審査及び審査に関する事務

施設課 0 0 1.5 0.0 1.5 11,715 現状維
持

引き続き、FM実施等に関する事務
を継続する必要があるため。

－ － － － － － － － 現状維
持

0224 - 事務
道立学校施設の整備・維持の技術
的事項及び補修に関する事務

－
道立学校施設の改築・大規模改造・
局部修繕等の技術的事項に関する
事務

施設課 0 0 2.0 0.0 2.0 15,620 現状維
持

引き続き、施設整備に係る技術的
事項に関する事務を継続する必要
があるため。

－ － － － － － － － 現状維
持

0225 - 一般 水産高等学校実習船整備費 －
法令に基づく実習船の検査及び船
舶整備に関する事務

施設課 169,360 169,360 0.2 0.1 0.3 171,703
現状維

持
法令に基づく検査整備事務のため。

現状維
持

1 - 一般
水産高等学校実習船整備費 法定
検査(一般施策)

－ 施設課 140,655 140,655 － － － （法令等に基づく検査経費のため） － － － （法令等に基づく検査経費のため） － － （法令等に基づく検査経費のため）

2 - 維持費
水産高等学校実習船整備費 一般
整備(維持費)

－ 施設課 28,705 28,705 － － － （法令等に基づく検査経費のため） － － － （法令等に基づく検査経費のため） － － （法令等に基づく検査経費のため）

0228 - 事務
市町村立学校の整備に係る技術的
指導・助言に関する事務

－
市町村立学校の整備補助に係る設
計内容審査・耐震診断等の内容聴
取等に関する事務

施設課 0 0 1.0 0.0 1.0 7,810 現状維
持

引き続き、市町村立学校の整備に
係る技術的指導・助言を継続する必
要があるため。

－ － － － － － － － 現状維
持

0229 - 事務
職員住宅の整備・維持の技術的事
項に関する事務

－
職員住宅の整備・維持、電気・機械
設備、土木施設の補修に関する事
務

施設課 0 0 0.7 0.0 0.7 5,467 現状維
持

引き続き、職員住宅の整備・維持の
技術的事務を継続する必要がある
ため。

－ － － － － － － － 現状維
持

0230 - 事務
関係課所管施設の整備・維持の技
術的事項に関する事務

－
局部修繕、電気・機械設備、土木施
設に係る修繕等の技術的事項に関
する事務

施設課 0 0 0.7 0.0 0.7 5,467 現状維
持

引き続き、所管施設の整備等にお
ける技術的事務を継続する必要が
あるため。

－ － － － － － － － 現状維
持

0231 - 事務 その他教育局に関連する事務 －

教育局内の道立学校施設の維持・
管理に関する事務、施設台帳の取
りまとめ、防災・学校安全・環境保
全・耐震化の推進、財産処分等に関
する事務

施設課 0 0 0.0 10.0 10.0 78,100 現状維
持

引き続き、教育局に関連する事務を
継続する必要があるため。

－ － － － － － － － 現状維
持

0232 - 事務 営繕積算システム －
営繕単価及び設計内訳書作成シス
テムの運用管理に関する事務

施設課 0 0 0.1 0.0 0.1 391
現状維

持
引き続き、営繕積算システムの運用
を継続する必要があるため。

－ － － － － － － －
現状維

持

0233 - 投資的
経費B

庁舎等整備費 ⑤ 所管機関庁舎等の改修・修繕に関
する事務

施設課 159,997 159,997 0.1 0.0 0.1 160,778 現状維
持

引き続き、庁舎等の改修等を継続
する必要があるため。

－ ①② ②
改修等に当たって必要に応じて、省
エネ、高効率設備等の導入等を検
討。

－ － － － － 現状維
持

○

0234 -
投資的
経費B

地下貯蔵タンク流出防出対策 －
法令等に基づく地下タンク補修工事
に関する事務

施設課 65,219 65,219 0.1 0.0 0.1 66,000
現状維

持
引き続き、法令等に基づく補修工事
を継続する必要があるため。

－ － － （法令等に基づく検査経費のため） － － － （法令等に基づく検査経費のため） － － （法令等に基づく検査経費のため）
現状維

持

0235 - 義務費 共済資金住宅購入年賦金 －
公立学校共済組合との譲渡契約に
基づく年賦償還に関する事務

施設課 1,171,702 1,171,702 0.2 0.0 0.2 1,173,264
現状維

持
－ － － － － － － －

現状維
持

0236 - 維持費 公宅関連経費 －

・公宅の一般補修に関する事務
・公宅敷地の借上げに関する事務
・公共上下水道事業に伴う設備の
維持管理及び受益者負担に関する
事務
・法令等に基づく消防用設備の点検
に関する事務

施設課 28,217 28,217 0.6 0.0 0.6 32,903
現状維

持

引き続き、公宅に係る補修、法令等
に基づく点検等の維持管理を継続
する必要があるため。

－ － － （修繕費（現状復旧）のため） － － － （修繕費（現状復旧）のため） － － （修繕費（現状復旧）のため）
現状維

持

0241 - 一般 ガス漏れ警報器取替経費 －
法令等に基づくガス漏れ警報機の
更新に関する事務

施設課 11,421 11,421 0.2 0.0 0.2 12,983
現状維

持
法令に基づく更新整備事務のため。 － － － （法令等に基づく整備経費のため） － － － （法令等に基づく整備経費のため） － － （法令等に基づく整備経費のため）

現状維
持

0242 - 投資的
経費B

校舎等上下水道整備費 － 道立学校校舎等上下水道施設整備
に関する事務

施設課 5,941 5,941 0.2 0.0 0.2 7,503 現状維
持

引き続き、道立学校校舎等の水道
施設整備を継続する必要があるた
め。

－ － － （修繕費（現状復旧）のため） － － － （修繕費（現状復旧）のため） － － （修繕費（現状復旧）のため）
現状維

持

0243 -
投資的
経費B

公宅長寿命化対策費 －
公宅の長寿命化対策としての計画
修繕に関する事務

施設課 140,500 140,500 0.2 0.0 0.2 142,062
現状維

持
引き続き、長寿命化対策として修繕
を継続する必要があるため。

－ － － （修繕費（現状復旧）のため） － － － （修繕費（現状復旧）のため） － － （修繕費（現状復旧）のため）
現状維

持

【見直し結果（S)(T)(U)】
　見直し状況（F)(J)(M)で｢②今回見直しを検討｣を
　選択した検討結果
　○見直し対応　△検討継続

Ⅰ
ゼロ

カーボン

Ⅱ
Society

5.0

Ⅲ
新型

コロナ
ウイルス
感染症

次年度
方向性

重点点検事業 見直し

次年度対応内容

ACTION 結果への対応（令和４年度）

経費
区分

【視点(E)(I)】
　①省エネ設備の普及とエネルギー利用の効率化の促進　②再エネ導入促進、建築物の省エネ化
　③次世代自動車などの導入促進 　④３Ｒの推進による廃棄物の削減　⑤温室効果ガス吸収源対策
　⑥「Smart道庁」の取組の推進による道庁における業務の効率化・省力化や多様で柔軟な働き方の実現
　⑦行政のデジタル化に係る道内自治体間のノウハウの共有化の推進

　【見直し状況(F)(J)(M)】
　　 ① 対応済
　　 ② 今回見直しを検討
　　　－ 対応が不要

事務
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（千円）

Ⅰ　ゼロカーボン
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（千円）

執行体制

フル
コスト

（千円）
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【見直し区分】
　①普及啓発　②会議等　③調査業務　④窓口業務等
　⑤施設整備・維持等　⑥委託業務　⑦補助事業　⑧その他

安心・安全な学校施設づくり

一次政策評価

うち
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財源

本庁 出先
機関 人工計
対応
方針
番号
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【見直し結果（S)(T)(U)】
　見直し状況（F)(J)(M)で｢②今回見直しを検討｣を
　選択した検討結果
　○見直し対応　△検討継続
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【視点(E)(I)】
　①省エネ設備の普及とエネルギー利用の効率化の促進　②再エネ導入促進、建築物の省エネ化
　③次世代自動車などの導入促進 　④３Ｒの推進による廃棄物の削減　⑤温室効果ガス吸収源対策
　⑥「Smart道庁」の取組の推進による道庁における業務の効率化・省力化や多様で柔軟な働き方の実現
　⑦行政のデジタル化に係る道内自治体間のノウハウの共有化の推進

　【見直し状況(F)(J)(M)】
　　 ① 対応済
　　 ② 今回見直しを検討
　　　－ 対応が不要
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【見直し区分】
　①普及啓発　②会議等　③調査業務　④窓口業務等
　⑤施設整備・維持等　⑥委託業務　⑦補助事業　⑧その他

一次政策評価

うち
一般
財源

本庁 出先
機関 人工計
対応
方針
番号

Ⅱ　Society5.0 Ⅲ　新型コロナウイルス感染症 Ⅳ　前年度意見

見直し
状況

理由及び今後の対応

重点点検事業

見直し
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づけ
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見直し
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0244 - 投資的
経費B

再編関連施設整備費（廃校舎等跡
利用促進整備費・廃校舎解体費）

－
廃校舎維持管理、再編関連施設整
備、廃校舎等跡地利用促進整備に
関する事務

施設課 44,629 26,387 3.2 0.0 3.2 69,621 現状維
持

引き続き、廃校舎に関する事務を継
続する必要があるため。

－ － － （維持管理費（現状復旧）のため） － － － （維持管理費（現状復旧）のため） － － （維持管理費（現状復旧）のため）
現状維

持

0245 - 一般 校舎等局部改修費 －
道立学校校舎等の局部的な損耗・
劣化・破損等修復等に関する事務

施設課 139,274 139,274 0.6 3.9 4.5 174,419
現状維

持
引き続き、道立学校校舎等の改修
を継続する必要があるため。

－ － － （修繕費（現状復旧）のため） － － － （修繕費（現状復旧）のため） － － （修繕費（現状復旧）のため）
現状維

持

0246 - 義務費 ＰＣＢ処理費 －
法令に基づく廃棄物処理に関する
事務

施設課 99,131 99,131 0.2 0.0 0.2 100,693
現状維

持
－ － － － － － － －

現状維
持

0247 -
投資的
経費B

高等学校大規模改造費 ⑤
高等学校の校舎改築、大規模改造
等に関する事務

施設課 4,371,002 849,002 0.8 0.0 0.8 4,377,250
現状維

持
計画どおりに進捗しているため。 － ①②⑤ ②

必要に応じて省エネ、高効率設備等
の導入について検討

－ － － － －
現状維

持
○

0248 -
投資的
経費B

高等学校校舎改築費 ⑤
高等学校の校舎改築、大規模改造
等に関する事務

施設課 66,192 9,192 0.4 0.0 0.4 69,316
現状維

持
計画どおりに進捗しているため。 － ①②⑤ ②

必要に応じて省エネ、高効率設備等
の導入について検討

－ － － － －
現状維

持
○

0249 -
投資的
経費B

学科転換等校舎改修費 ⑤
学科転換に伴う校舎改修に関する
事務

施設課 65,245 8,245 0.3 0.0 0.3 67,588
現状維

持
計画どおりに進捗しているため。 － ①②⑤ ②

必要に応じて省エネ、高効率設備等
の導入について検討

－ － － － －
現状維

持
○

0250 - 投資的
経費B

高等学校施設整備費 ⑤
屋内体育館改築、屋内体育館暖房
施設整備、グランド整備に関する事
務

施設課 304,006 304,006 0.2 0.0 0.2 305,568 現状維
持

計画どおりに進捗しているため。 － ①②⑤ ② 必要に応じて省エネ、高効率設備等
の導入について検討

－ － － － － 現状維
持

○

0251 -
投資的
経費B

産業教育施設設備費 ⑤
老朽独立産振施設、水産高校実習
船建造に関する事務

施設課 1,327,522 142,590 0.1 0.0 0.1 1,328,303
現状維

持
計画どおりに進捗しているため。 － ①②⑤ ②

必要に応じて省エネ、高効率設備等
の導入について検討

－ － － － －
現状維

持
○

0252 -
投資的
経費B

学校体育施設整備費（高等学校・特
別支援学校）

⑤
体育実技授業の円滑な実施のため
の施設整備に関する事務

施設課 117,923 69,923 0.1 0.0 0.1 118,704
現状維

持
計画どおりに進捗しているため。 － ①②⑤ ②

必要に応じて省エネ、高効率設備等
の導入について検討

－ － － － －
現状維

持
○

0253 - 事務 道立学校防災対策整備事業費 －
避難所に指定されている道立学校
の防災機能強化に関する事務

施設課 0 0 0.2 0.0 0.2 1,562
現状維

持
引き続き、防災対策整備を継続する
必要があるため。

－ － － － － － － －
現状維

持

0254 - 義務費 住宅用火災警報器 －
公宅に設置している住宅用火災警
報器の取替に関する事務

施設課 17,463 17,463 0.0 0.0 0.0 17,463
現状維

持
－ － － － － － － － 休止

0 8,708,031 3,820,857 21.3 14.0 35.3 ■令和４年度　新規事業
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